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今日の説明内容

１ 特定建築物とは

２ 建築物環境衛生管理基準
２－１ 空気環境の調整 ２－４ 排水の管理

２－２ 給水(飲料水)の管理 ２－５ 清掃等

２－３ 給水(雑用水)の管理 ２－６ ねずみ等の防除

３ 建築物環境衛生管理技術者

４ 帳簿書類の備付け

５ 特定建築物に係る届出

６ 立入検査における指導事項



１ 特定建築物とは



1-1 特定建築物について

 根拠法

建築物における衛生的環境の確保に関する法律
（建築物衛生法、ビル管理法）

 目的

多数の者が使用し、又は利用する建築物の維持管
理に関し、環境衛生上必要な事項等を定めることで、
その建築物における衛生的な環境の確保を図る。

(法第１条)



1-2 特定建築物の定義（要件）

 建築基準法で定める建築物であること

 以下の用途（特定用途）の１つ又は２つ以上
に使用されていること

・興行場 ・百貨店 ・集会場 ・図書館 ・店舗

・博物館、美術館 ・遊技場 ・事務所 ・学校

・旅館

 特定用途に使用される延べ面積が3,000㎡
以上であること（学校等は8,000㎡以上）

（法第２条及び法施行令第１条)



1-3 特定建築物の所有者等の責務１

特定建築物の所有者等は、政令で定める基準
（「建築物環境衛生管理基準」）に従って特定
建築物を維持管理しなければならない。 （法第４条）

特定建築物における空調・給排水等の設備の
維持管理は、厚生労働大臣が定める技術上の
基準（｢空気調和設備等の維持管理及び清掃
に係る技術上の基準｣）に従う必要がある。

（法施行規則第４条の３第２項）

所有者、占有者
維持管理権原者 維持管理する義務



1-3 特定建築物の所有者等の責務２

特定建築物の維持管理が環境衛
生上適正に行なわれるよう監督をさ
せるため、厚生労働省令の定めるとこ
ろにより、建築物環境衛生管理技術
者免状を有する者のうちから

「建築物環境衛生管理技術者」を
選任しなければならない。（法第６条）

管理技術者の選任



1-3 特定建築物の所有者等の責務３

厚生労働省令の定めるところにより、特定建築
物の維持管理に関し環境衛生上必要な事項を
記載した帳簿書類を備えておかなければならない。

（法第１０条）



２ 建築物環境衛生管理基準



建築物環境衛生管理基準

１ 空気環境の調整

２ 給水(飲料水)の管理

３ 給水(雑用水)の管理

４ 排水の管理

５ 清掃等

６ ねずみ等の防除

(法第４条第１項)

特定建築物以外の建築物で､多数の者が使用し又は利用する建築物の
所有者等は、建築物環境衛生管理基準に従って当該建築物の維持管理を
するように努めなければならない （法第４条第３項）



２ー１ 空気環境の調整



2-1-1 空気調和設備と機械換気設備

 浄化、温度調節、湿度調節、流量調節の4つの機能を「複数の設備」で
満たしている場合は、これらを一体的に捉え、空気調和設備とみなす

空気調和設備

外から取り入れた空気等を浄化し、温度、
湿度及び流量を調節して供給（排出を含
む。）することができる機器及び附属設備の
総体

機械換気設備
空気を浄化し、その流量を調節して供給す
ることができる設備

「浄化」とは、外気導入ができることが前提

(法施行令第２条第１項第１号)



2-1-2 空気環境の測定

※１ 機械換気設備でも参考のため、温度及び相対湿度も測定することが望ましい。

※２ 新築、大規模修繕及び大規模模様替え時、使用開始後の直近の6月1日から
9月30日までに１回 （平成15年4月1日から適用） (法施行規則第３条の２)

項 目 基 準
空気
調和
設備

機械
換気
設備

測定頻度

１ 浮遊粉じんの量 ０.１５mg／㎥以下 ◯ ◯

２か月以内
ごとに１回

２ 一酸化炭素の含有率 ６ppm(100万分の6)以下 ◯ ◯

３ 二酸化炭素の含有率 1000ppm(100万分の1000)以下 ◯ ◯

４ 温度 １８℃以上２８℃以下 ◯ ※１

５ 相対湿度 ４０％以上 ７０％以下 ◯ ※１

６ 気流 ０.５m／秒 以下 ◯ ◯

７ ホルムアルデヒドの量 ０.１mg／㎥以下 ◯ ◯ ※２

(法施行令第２条第１項)



2-1-3 空気環境の測定方法等１

通常の使用時間中に各階ごとに、居室の中
央部の床上７５cm以上１５０cm以下の位置に
おいて測定すること。（法施行規則 第３条の２）

測定点は原則として各階ごとに1か所以上だが、
各階の居室の用途、面積等に応じて測定箇
所数を設定することが望ましい。



2-1-3 空気環境の測定方法等２

浮遊粉じんの量、一酸化炭素及び二酸化炭素
の含有率は、１日における測定回数を２回（始業
時から中間時及び中間時から終業前までの適切
な２時点）として、その平均値で評価

（昭和４６年３月１１日 厚生省環境衛生局長通知）

温度、相対湿度、気流は、使用時間中は常に
基準に適合しているかどうかにより評価すること。

（昭和４６年３月１１日 厚生省環境衛生局長通知）

※ 少なくとも１日２回（始業時から中間時及び中間時から
終業前までの適切な２時点）以上測定し、それぞれの値が
基準に適合しているかで評価



2-1-3 空気環境の測定方法等３

ホルムアルデヒド量が基準値を超過した場合は、
ホルムアルデヒド量の低減策に努め、翌年の測
定期間中に１回、再度測定すること。

（平成１５年１０月７日 厚生労働省生活衛生課長通知）



2-1-4 空気調和設備の維持管理

※１ １月を超える期間使用しない冷却塔・加湿装置・排水受けに係る当該使用しない期間において
は、この限りではない。（法施行規則第３条の１８）

※２ 加湿水の補給水槽がある場合には、定期的に清掃すること。（建築物環境衛生維持管理要領）

作業箇所 点検内容 対応（措置） 頻度

冷却塔及び冷却水
汚れの状況 必要に応じ、清掃及び

換水等を実施
使用開始時及び
開始後１か月以内
ごとに１回

加湿装置
汚れの状況 必要に応じ、清掃

を実施

空気調和設備内の
配水受け

汚れ及び閉塞の
状況

必要に応じ、清掃等
を実施

冷却塔、冷却水の
水管及び加湿装置

清掃 １年以内ごとに１回

(法施行規則第３条の１８)



２ー２ 給水(飲料水)の管理



2-2-1 飲用水と雑用水

※飲用水及び雑用水とも｢旅館｣における浴用に供する水を除く

肌に触れる水は全て「飲料水」

(法施行令第２条第１項第２号)

飲用水
人の飲用、炊事用、浴用その他人の生活の
用に供する水

雑用水
飲用水以外の目的の水で、散水、修景用又は
清掃用の水、水洗トイレ用等に使用する水道
水以外の水(雨水、井戸水等)。



2-2-2 飲料水の水質検査

 給水に関する設備（貯水槽・貯湯槽等）を設け
て、飲料水を供給する場合は、水道法に定める
水質基準に適合している水を供給する必要があ
る。 (法施行令第２条第１項第２号)



2-2-3 水質検査項目及び基準値

※ 緊急時：供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合又は病原生物に汚染

されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に含むおそれがある場合

項目 検査頻度 基準値

遊離残留塩素 ７日以内ごとに１回
平常時：０.１mg／L以上
緊急時：０.２mg／L以上

一般細菌等 ｢別表１｣のとおり ｢別表１｣のとおり

防錆剤濃度
注入初期：７日以内ごとに１回
定常時 ：２月以内ごとに１回

厚生労働省の定める基準
による

（法施行規則第４条第１項）
（平成１５年３月１４日 厚生労働省健康局生活衛生課長通知）



2-2-4 遊離残留塩素の測定方法

※ 給湯設備の維持管理が適切に行われており、かつ、末端の給水栓に
おける当該水の水温が５５度以上に保持されている場合は、省略可。

(平成１５年３月１４日 厚生労働省健康局生活衛生課長通知)

測定対象 測定方法

飲料水
中央式給湯設備の
給湯水 ※

給水栓末端で採取した水で測定
給水系統が複数ある場合は各系
統の末端で測定

(法施行規則第４条第１項)



2-2-5 貯水(湯)槽の清掃

※ 貯水槽、高置水槽又は圧力水槽の清掃は、原則として
受水槽の清掃と同じ日に行うこと。 （建築物環境衛生維持管理要領）

清掃対象 清掃頻度

貯水槽・貯槽湯 １年以内ごとに１回

(法施行規則第4条第１項)

受水槽 高置水槽



2-2-6 飲料水に関する設備の点検・補修

厚生労働大臣が定める技術上の基準（｢空気調和

設備等の維持管理及び清掃に係る技術上の基準｣）
に従い、これらの設備の維持管理に努めなければな
らない。 （法施行規則第４条第２項）

《 空気調和設備等の維持管理及び清掃に係る
技術上の基準 》

・貯水槽等飲料水に関する設備の点検・補修等

・飲料水系統配管の維持管理



2-2-7 給湯設備の維持管理

レジオネラ属菌等による水の汚染に伴う健康影響
を防止するため、給湯設備についても貯湯槽の点
検、清掃等適切な維持管理を実施することが必要。

貯湯槽

（平成１５年３月１４日
厚生労働省健康局生活衛生課長通知）

循環式の中央式給湯設備は、湯
槽内の湯温が６０℃以上、末端の
給湯栓でも５５℃以上となるように
維持管理すること。

（建築物環境衛生維持管理要領）



2-2-8 受水槽の法定検査
（簡易専用水道）

受水槽の有効容量の合計が１０㎥を超える
簡易専用水道については、毎年１回以上定期
に厚生労働大臣の登録機関による法定検査を
受ける必要がある。 (水道法施行規則第５６条)



レジオネラ症防止対策



レジオネラ症防止対策１

 レジオネラ属菌
レジオネラ属菌は、自然環境中に広く

生息しており、自然界ではそれほど増えな
いが、特定建築物では、冷却塔の冷却水、
給湯設備、加湿装置など、水が循環又は
停滞して微生物が増殖しやすい環境にレ
ジオネラ属菌が入り込むと、増殖が進み、
急激に菌数が増えることがある。

特に、冷却水の温度は細菌やアメーバ
などの微生物の増殖に適しているため、注
意が必要。



レジオネラ症防止対策２

 レジオネラ症
レジオネラ属菌に汚染された水の飛沫（エアロゾル）を、人が吸入し、

細菌が肺に入り込むことで、レジオネラ症を発症することがあり、主な症
状は肺炎（レジオネラ肺炎）で、1週間程の潜伏期の後に、悪寒、高熱、
全身倦怠感などが起こり、胸痛、呼吸困難などの呼吸器症状を伴い、
重篤な場合、死に至る。

かかりやすい人は、高齢者などの抵抗力の弱い人。

 対策
◇冷却塔、冷却水、加湿装置の点検、清掃を適切に行うこと。

◇給湯設備の維持管理を適切に行うこと。

◇冷却水系のレジオネラ属菌抑制には、定期的な清掃(物理的清掃)
を行うとともに化学的洗浄と殺菌剤添加とを併用することが望ましい。

（建築物における維持管理マニュアル）



２ー３ 給水(雑用水)の管理



2-3-1 給水(雑用水)の管理

給水に関する設備を設けて、雑用水(散水、修
景、清掃、水洗便所の用に供する水)として、井
戸水、雨水、下水処理水等を供給する場合は、
厚生労働省令で定めるところにより、人の健康に
係る被害が生ずることを防止するための措置を講
ずること。 （法施行令第２条第１項）
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2-3-2 雑用水の水質検査

項目
検査頻度

基準値散水、修景、
清掃用

水洗便所用

１ ｐＨ値

７日以内ごとに１回

５.８以上８.６以下で
あること。

２ 臭気 異常でないこと。
３ 外観 ほとんど無色透明で

あること。

４ 大腸菌 ２月以内ごとに１回 検出されないこと。
５ 濁度 ２月以内ごとに

１回
２度以下であること。

(法施行規則第４条の２第１項)



2-3-3 残留塩素の測定

※ 供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合又は
病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量
に含むおそれがある場合

測定頻度
基準

測定方法
平常時 緊急時 ※

７日以内ごとに
１回

０.１mg／L
以上

０.２mg／L
以上

給水栓末端で採取
した水で測定

(法施行規則第４条の２第１項)



２ー４ 排水の管理



2-4-1 排水の管理

排水に関する設備の正常な機能が阻害されること
により汚水の漏出等が生じないように、当該設備の
補修及び掃除を行うこと。（法施行令第２条）

厚生労働大臣が定める技術上の基準（｢空気調和

設備等の維持管理及び清掃に係る技術上の基準｣）
に従い、排水に関する設備の補修、掃除その他
当該設備の維持管理に努めなければならない。

（法施行規則第４条の３第２項）



2-4-2 排水設備の清掃

※ 清掃によって生じた汚泥等の廃棄物は、関係法令の規定
に基づき、適切に処理すること。

作業項目 作業頻度

排水に関する設備の清掃 ６月以内ごとに１回

(法施行規則第４条の３第１項)

(空気調和設備等の維持管理及び清掃に係る技術上の基準)

排水に関する設備
排水槽、流入管、排水ポンプ
排水管、通気管、阻集器 等



２ー５ 清掃等



2-5 清掃等

作 業 頻 度

日常行う清掃 随時（日常）

大掃除 ６月以内ごとに１回

(法施行規則第4条の５第１項)



２ー６ ねずみ等の防除



2-6 ねずみ等の防除

作業内容 頻 度

生息状況等調査
（ねずみ等の発生場所、生息場所、
侵入経路、ねずみ等による被害の
状況調査）

６月以内ごとに１回

ねずみ等の発生を防止するため
必要な措置

生息状況等調査結果に
基づき、随時実施

 食料を取扱う区域並びに排水槽、阻集器及び廃棄物の保
管設備の周辺等特にねずみ等が発生しやすい箇所につい
て、２月以内ごとに１回、その生息状況等を調査し、必要に
応じ、発生を防止するための措置を講ずること。

(法施行規則第4条の５第２項)

(空気調和設備等の維持管理及び清掃に係る技術上の基準)



３ 建築物環境衛生管理技術者



3-1 建築物環境衛生管理技術者の
選任

特定建築物所有者等は、当該特定
建築物の維持管理が環境衛生上適
正に行なわれるように監督をさせるため、
厚生労働省令の定めるところにより、建
築物環境衛生管理技術者免状を有
する者のうちから建築物環境衛生管理
技術者（以下｢管理技術者｣という。）を
選任しなければならない。

（法第６条）



3-2 管理技術者の職務１

 環境衛生上の維持管理に関する業務を全般
的に監督する。

具体的には次のようなものが考えられる。

①管理業務計画の立案
②管理業務の指揮監督
③建築物環境衛生管理基準に関する測定

または検査結果の評価
④環境衛生上の維持管理に必要な各種調査

の実施



3-2 管理技術者の職務２

 管理技術者は、維持管理が管理基準に従って
行われるようにするため、必要があると認めるとき
は、特定建築物所有者等に対して意見を述べ
ることができ、これらの者はその意見を尊重しなけ
ればならないこととされている。
(法第６条第２項）

意見



3-3 管理技術者の兼任

 監理技術者が同時に２以上の特定建築物の管
理技術者を兼ねる(兼任する)場合は、特定建
築物所有者等は、管理技術者が兼務してもそ
の業務の遂行に支障がないことを確認し、その結
果を記載した書面（確認書）を備えておく必要が
ある。
(法施行規則第５条)



3-4 管理技術者が兼任するまでの流れ

ビルＡの基礎情報

確認書Ｂ作成

確認書Ｂの写し

ビルＢの基礎情報

確認書Ａ作成

確認書Ａの写し

確認書Ｂの写し

ビルＢの基礎情報

確認書Ａの写し

ビルＡ・所有者Ａ ビルＢ・所有者Ｂ
管理技術者Ｂ

ビルＢの管理技術者である管理技術者Ｂを、ビルＡの管理技術者として新たに選任(兼任)する場合

基本的情報(住所、用途、構造設備、延べ床面積等)

管理技術者として従事するのに要する時間 等

兼任の申し出

所管保健所に
変更届提出

所管保健所に
変更届提出

所有者が同一の場合も確認書の作成が必要



４ 帳簿書類の備付け



4-1 備えておくべき帳簿書類１

帳簿概要 保存期間

１ 維持管理に関する帳簿書類

空気環境の調整、給水及び排水の管理、
清掃、ねずみ等の防除の状況を記載した書類

※ 測定・検査の結果、設備の点検・整備の状況も
記載する。 （詳細｢別表２｣参照）

５年保存

２ 図面等

特定建築物の平面図、断面図、維持管理
に関する設備の配置・系統を明らかにした図面

（詳細｢別表２｣参照）

永年保存

（法１０条及び法施行規則第２０条）



4-2 備えておくべき帳簿書類２
（法１０条及び法施行規則第２０条）

帳簿概要 保存期間

３ 環境衛生管理技術者の兼任に関する
書類

管理技術者の兼任に際し作成した確認書及び他の
建築物所有者が作成した兼任に係る確認書の写し

※ 維持管理権原者への意見聴取を行った場合は、その意見
の内容を含む。

管理技術
者が兼任
している間

４ その他
その他特定建築物の維持管理に関し、環境衛生上

必要な事項を記載した書類
５年保存



５ 特定建築物に係る届出



5 主な届出

※ 未届・虚偽の届出には罰則規定がある。(法第１６条)

届 出 届出期限

特定建築物届 使用開始後１か月以内

特定建築物届出事項変更届 変更後１か月以内

特定建築物廃止届 廃止後１か月以内

その他
防錆剤使用開始届 使用開始後１か月以内

防錆剤使用開始届出事項
変更届

変更後１か月以内

（法５条）



《参考》 防錆剤の使用について

 防錆剤は、赤水等の対策として飲料水系統配管の敷設替
え等が行われるまでの応急対策として使用が認められている。

(平成15年4月15日厚生労働省健康局生活衛生課長通知)

 使用する場合は、防錆剤の注入方法や給水栓における水に
含まれる防錆剤の含有率等について基準が定められている。

(平成15年4月15日厚生労働省健康局生活衛生課長通知)

 その他、一定の資格要件を満たした防錆剤管理責任者の選任、
保健所への使用開始届の提出、２月以内ごとに１回（注入初
期は７日以内ごと）防錆剤濃度の検査を行う必要がある。

(建築物環境衛生維持管理基準)



６ 立入検査における指導事項



村山保健所管内の特定建築物の状況

特定用途
特定建築物数

立入検査
実績

立入検査
対象数

興行場 ５ ０ ０
百貨店 ４ ３ １
集会場 ０ ０ ０
図書館 ０ ０ ０
店舗 ３８ ３８ １０

博物館・美術館 ０ ０ ０
遊技場 ０ ０ ０
事務所 ２０ ５ ３
学校 ７ ０ ０
旅館 ２０ １９ ８
その他 ９ ３ ０

計 １０３ ６８ ２２

※１ 特定建築物数及び立入検査対象数は令和５年１２月３１日現在(休止中建築物を含む)
※２ 立入検査実績は、令和３年度から令和５年度までの合計件数



立入検査における指導事項

指導項目 店舗 事務所 旅館 計

空気環境 ３ ２ 0 ５
空調設備の管理 ２ ７ ４ １３
飲料水の管理 １ 0 ２ ３
給湯水の管理 ３ 0 １８ ２１
雑用水の管理 ２ 0 0 ２
排水設備の管理 0 １ ２ ３
清掃 ２ 0 ３ ５
帳簿書類不備 ８ ３ １４ ２５
変更届未提出 ４ １ ５ １０
その他(管理技術者) １ １ １ ３

計 ２６ １５ ４９ ９０



具体的な指導内容１

区分 指導事項 店舗 事務所 旅館 計

空気環境

居室の湿度が基準以下 １ ２ ０ ３

居室の二酸化炭素濃度が基準超 １ ０ ０ １

ホルムアルデヒド量の測定未実施 １ ０ ０ １

空調設備の
管理

加湿装置の点検未実施 ０ １ ０ １

加湿装置の点検等不備 １ １ ０ ２

ドレンパン(排水受け)の点検未実施 ０ １ １ ２

ドレンパンの点検等頻度不足 １ １ ０ ２

冷却水管の清掃未実施 ０ １ ２ ３

冷却水の点検未実施 ０ １ ０ １

冷却塔の清掃未実施 ０ ０ １ １

冷却塔の点検未実施 ０ １ ０ １



具体的な指導内容２

区分 指導事項 店舗 事務所 旅館 計

飲料水の管理

水質検査未実施 ０ ０ １ １

残留塩素測定未実施 ０ ０ １ １

残留塩素測定方法不備 １ ０ ０ １

給湯水の管理

水質検査未実施 １ ０ ５ ６

貯湯槽の清掃未実施 １ ０ ４ ５

残留塩素測定未実施 １ ０ ５ ６

残留塩素測定頻度不足 ０ ０ ２ ２

残留塩素濃度基準以下 ０ ０ ２ ２

雑用水の管理
水質検査(一部項目)未実施 １ ０ ０ １

残留塩素濃度基準以下 １ ０ ０ １

排水設備の管理
排水設備の掃除未実施 ０ １ １ ２

排水設備の掃除回数不足 ０ ０ １ １



具体的な指導内容３

区分 指導事項 店舗 事務所 旅館 計

清掃 大掃除の実施回数不足 ２ ０ ３ ５

帳簿書類
不備

空気環境測定記録の一部帳簿書類不備 ０ １ ０ １
空調設備点検・整備関係の帳簿書類不備 ０ ０ ３ ３
空調設備点検関係の帳簿書類不備 ３ ０ ０ ３
加湿装置点検関係の帳簿書類不備 ０ ０ １ １
貯水槽清掃関係の帳簿書類不備 ０ ０ １ １
排水設備掃除関係の帳簿書類不備 １ ０ １ ２
排水管理関係の帳簿書類不備 ０ ０ １ １
ねずみ等防除関係の帳簿書類不備 １ ０ １ ２
日常清掃・大掃除関係の帳簿書類不備 ０ ０ １ １
日常清掃関係の帳簿書類不備 １ ０ １ ２
大掃除関係の帳簿書類不備 ２ ２ ４ ８



具体的な指導内容４

区分 指導事項 店舗 事務所 旅館 計

変更届未提出

空調設備変更に係る届出 ３ １ ３ ７
空調設備・代表者変更に係る
届出

１ ０ ０ １

館内設備・空調設備・
代表者変更に係る届出

０ ０ １ １

管理技術者変更に係る届出 ０ ０ １ １
その他

(管理技術者)
管理技術者の業務遂行不十分 １ １ １ ３



その他 「参考資料｣

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行令

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則

 空気調和設備等の維持管理及び清掃等に関する技術上の
基準 （平成15年3月25日厚生労働省告示第119号）

 建築物における衛生的環境の維持管理について

【建築物環境衛生維持管理要領】
（平成20年1月25日厚生労働省健康局長通知）

 建築物における維持管理マニュアルについて

【建築物における維持管理マニュアル】
（平成20年1月25日厚生労働省健康局生活衛生課長通知）



ご清聴ありがとうございました


